
 
 

 第 18回市議会定例会・令和８年度予算審査特別委員会  
 

日本ハム２軍誘致や駅前再整備など優先・・・ 

津波避難タワー建設を先送り 
 

 昨年１２月の議会において「錦糸・ときわ地区の避難施設」の整備計画

についてただしました。市側は「旧ときわスケートセンター及びすこやか

公園周辺への津波避難施設の設置を予定しております。今年度（令和 7 年度）中には建設予定時期を含

めた整備方針をお示ししたい」と答えていました。しかし、令和 8 年度の市政方針では「錦糸・ときわ

地区における津波避難施設の建設は、財政状況などを見極めた上で、しかるべき時期に判断する」と先送

りの方針となりました。 

そのことから予算委員会で真意をただしました。私は、「財政状況を見極める理由」「しかるべき時期」

について質問。市側は、日本ハム２軍誘致や駅前再整備など大型事業を控えて、財政の見通しが不透明な

ことから改めて判断するとしました。また、建設費用につい

ても 12月議会では、国や北海道の財政支援により自治体の

負担は 8.6%程度となると答弁していましたが、具体的に財

政シミュレーションをしたところ 30％程度の負担となると

訂正し、謝罪しました。 

政府は、令和４年に日本海溝・千島海溝沿い巨大地震を想

定し、避難施設建設の補助金を強化しました。昨年度、道内

では10自治体が避難タワー建設に着手しています。本市は、

今年度（令和７年度）中に時期など整備方針を示すと答弁し

たにもかかわらず、人命優先の避難タワーと観光などの誘致

を天秤にかけるような市政方針演説です。私は「令和 8年度

の市政方針は、令和 9年や令和 10年など先を見据えたもの

ではない。令和 8 年度中の予算を踏まえた演説だ」として、

市長に対して「しかるべき時期」とはいつと考えているのか

見解を求めました。金澤市長は、令和 8年度の市政方針なの

で、新年度（令和 8年度）中に示すとしました。 

錦糸・ときわ地区の避難タワー建設については、これまで

の議会質疑・答弁を反故にした上、人命優先を考えていない

無責任なものであり今後も追及していきます。 

 

【津波避難タワー建設へ着々】 

厚真は 25年度着工／新冠は 26年 12月完成 
 

日本海溝・千島海溝沿いを震源とする巨大地震に伴う大津波など

に備え、近隣では厚真町と新冠町が 2025 度、津波避難タワーの建

設に着手した。両町とも国などから補助金を受け、太平洋沿いに 10

メートルを超えるタワーを整備予定で、屋上にヘリコプターによる

救出スペースを設ける。新冠町は 2026年 12月に完成予定。 
 

苫小牧市議会議員 

通信 
小山せいぞう後援会  苫小牧市ときわ町１丁目１９－２３  TEL０１４４（６７）８２５５ 

『春』号 
２０２６年 ４月 小 山 征 三 



 

苫小牧市立学校再編ビジョン（案）に衝撃・・・・・ 
 

小学校 22 校⇒14 校／中学校 14 校⇒9 校 
  

市教委は、本年 2月に現在の小学校 22校、中学校 14校と義務教育学校 1校の計 37 校の

うち小学校７校と中学校 4校を統廃合により閉校し、2036年には小学校 14校、中学校 9

校と義務教育学校 2校の計 25校とする再編ビジョンを公表し保護者に衝撃が走りました。 
 これまで少子化の影響により児童生徒数が減少し、学校の小規模化が進むとしていましたが、昨年、金

澤市政は、少子化対策を進め人口 20 万人を目指すことを政策に掲げスタートしました。しかし、市教

委は 2025年 5月 1日現在、1万 2084人の小中学生

が、2036 年には１学年平均で 500 人減少し、全体で

7600 人と推計しています。このことから中長期的な視

点で学校の再編を示し、遠距離通学にはスクールバスの

導入を盛り込みましたが、運転手不足で確保が困難です。 

 私は、今回の再編ビジョンに様々な財政シミュレーシ

ョンが伴っていないことを指摘。閉校となる校舎の利活

用も不明として教育長に見解をただしました。山本教育

長は、市の財政も含めて考えていかなければならないと

し、園田教育部長は、老朽化対応を先延ばしにできない

と答えました。しかし、この再編ビジョンには財政的見

地がなく教員数の推移も盛り込まれていないことに加

え、市長の政策（少子化対策と人口増）との整合性が全く

取れていません。今後、保護者説明会やパブリックコメ

ントでどんな意見が出るか注視していきます。 

 

 町内会の防犯灯 市が管理へ      自然保護区域の用途緩和？  
 
 町内会の防犯灯は、2015年度に LEDに更新し

10 年間はメーカー保証となっていましたが、

2026 年度から町内会で維持管理する方針が示さ

れていました。しかし、この間に町内会加入者の減

少と LED照明の価格が高騰していることから町内

会だけの負担となれば、加入者と非加入者の不公平

感が生じるとし市での一括管理を求めてきました。 

市側は、町内会連合会や各町内会と協議した結果、

市において更新する考えを示しました。市内には、

現在9,079基の防犯灯があり更新には多額の費用

を要することから新たな設置基準を策定し、故障が

発生した場合は現地調査を実施して町内会と配置

等を協議していくとしました。また、現在、防犯灯

の電気契約は、町内会と電力会社の契約となってい

ることから市への変更手続きを 2026 年上期まで

に終えるとしました。 

今後、防犯灯の見守り活動は町内

会にお願いし、市民から（故障など）

直接通報があった場合、更新は町内

会と協議することを伝え加入促進

につなげるとしました。設置基準や

通報処理体制の構築など引き続き

町連と協議するとしました。 

 本年1月19日に都市計画審議会

が開催され「美沢地区土地利用方針

について」が協議可決しました。こ

の方針は、市の総合計画や都市計画

マスタープランの根幹を揺るがす問

題として質疑しました。当日の審議

会は、資料の事前配布は行わず当日配布であったこ

とで十分な審議ができたのかという疑問です。市側

は、審議会前日まで北海道の担当部署と調整に時間

を要したとし、今後は委員の理解が深まるよう可能

な限り事前配布に努めるとしましたが、今回の土地

利用計画はどうするのか追及しました。 

 市のマスタープランでは、ウトナイ湖周辺は、自

然環境の保全と調和した利活用を掲げ自然を生か

した交流エリアとしているものを今回、美沢地区に

半導体関連産業を誘致するため市街化調整区域を

緩和するものです。しかし、水面下では一昨年頃か

ら美沢地区は土地の買い占めが行われているのも

事実です。本市は、産業誘致先として苫小牧東部地

域を定めていますが、苫東の分譲率は未だ 23.6%

に留まっているなかで拙速に審議を終え、方向性を

打ち出したことには疑問が深まるばかりです。今後

も調査していきたいと考えます。

 

 《熱血現場主義》小さなことでも身近な問題を地域から発信します！ 


